
１．継続事業の前提に関する注記

・該当なし

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）購入時は取得価額により処理
・上記以外の有価証券で時価のあるもの－該当なし

（２）固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品－定額法
・リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産  － 該当なし
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  － ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準
・退職給付引当金 － 財団法人神奈川県福利協会の実施する退職共済制度に係る掛金納付額のうち

　　　　　　法人負担額に相当する金額を計上している。
・賞与引当金　 － 職員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額基準により前年度（10～3月）を

　　　　算出し計上している。
（４）消費税等の会計処理

・消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．重要な会計方針の変更

・該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

・独立行政法人福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。
加入対象職員 － 正職員・契約職員・週労働時間が27時間以上の非常勤職員

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分
　　当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
（１） 法人全体の財務諸表(第1号の1様式、第2号の１様式、第3号の1様式)
（２) 事業区分別内訳表(第1号の2様式、第2号の2様式、第3号の2様式)

当法人では、社会福祉事業以外の事業を実施していないため作成していない。
（３) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式)
（４) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

1.法人本部(社会福祉事業)
　「本部経理区分」
　「就学資金会計」
2.中心子どもの家(社会福祉事業)
　「中心子どもの家」
3.中心荘第一(社会福祉事業)
　「中心荘第一特別養護老人ホーム」
4.中心荘第二(社会福祉事業)
　「中心荘第二特別養護老人ホーム」
　「中心荘第二短期入所事業」
　「中心荘認知症ケアセンター」
5.えびな南高齢者施設(社会福祉事業)
　「えびな南養護老人ホーム」
　「えびな南特別養護老人ホーム」
　「えびな南短期入所事業」
　「えびな南ケアセンター」
　「海老名南地域包括支援センター」
　「えびな南居宅介護支援事業」
　「かながわライフサポート事業」
6.コミュニティケアおおや(社会福祉事業)
　「小規模多機能」
　「ｺﾐｭﾆﾃｨｹｱおおや高齢者専用住宅」
7.えびな北高齢者施設(社会福祉事業)
　「えびな北特別養護老人ホーム」
　「えびな北短期入所事業」
　「えびな北ケアセンター」
　「えびな北ホームヘルプサービス」
　「海老名北地域包括支援センター」
　「えびな北居宅介護支援事業」
　「えびな北障害ホームヘルプサービス」
　「かながわライフサポート事業」
8.相模原南児童ホーム(社会福祉事業)
　「児童養護施設 相模原南児童ホーム」
　「乳児院 相模原南児童ホーム」

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

投資有価証券 0 00 0
合　計 0

140,004,810
定期預金 0 00 0

当期増加額

3,503,897,945

基本財産の種類
土　　地 655,998,624 0
建　　物 2,847,899,321

財務諸表に対する注記（法人全体用）

3,363,893,135140,004,810

当期減少額 当期末残高前期末残高
655,998,6240

2,707,894,511



７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取崩し

・基本金の増減はありません。
・減価償却に伴い国庫補助金等特別積立金  60,006,282 円を取崩しました。

（国庫補助金等特別積立金明細表のとおりです。）
８．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。
土地（基本財産）
建物（基本財産）

計

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）

計

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

・該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
（単位：円）

１２．関連当事者との取引の内容

・該当なし

１３．重要な偶発債務

・該当なし

１４．重要な後発事象

・該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項

・該当なし

無形リース資産 0

権　　利 14,441,460 14,441,460
ソフトウェア 1,011,851 505,927

建設仮勘定 0
有形リース資産 110,130,000 25,920,000 84,210,000

車輛運搬具 36,194,251 28,263,893 7,930,358
器具及び備品 292,483,436 258,477,451 34,005,985

構 築 物 0
機械及び装置 6,090,850 5,057,799 1,033,051

土　　地 0
建　　物 64,533,984 46,533,980 18,000,004

土　　地（基本財産）
建　　物（基本財産） 5,082,493,050 2,374,598,539

650,409,440円
2,562,502,234円
3,212,911,674円

取得価額 減価償却累計額

895,428,000円
895,428,000円

合計

第13回3年かながわ県民債

第16回3年かながわ県民債 50,000,000

合　計

80,000,000

帳簿価額種類及び銘柄

655,998,624

6,263,377,506

30,000,000 29,994,000

3,524,019,920

評価損益時価

655,998,624
当期末残高

2,707,894,511

△ 71,000

△ 6,000

2,739,357,586

49,935,000 △ 65,000

79,929,000

505,924


